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(サーキュラー建築の指標策定、設計手法の検討等）

サーキュラー建築推進事業 10,000千円

　公共建築物の新築・改修工事等に伴う設計や工事監理の業務を行
うほか､BIMや情報共有システム（ASP）の活用とともに､積算サポー
トシステムにより､業務の効率化を進めます｡
また､脱炭素化社会の実現に向けて公共建築物の建材再利用や

アップサイクル等の取組を進めるほか､木材利用については設計者等
の技術力向上の支援､木材利用の促進･普及啓発を引き続き進めま
す。
　さらに､全国に先駆けて循環型の仕組みを取り入れたサーキュラー
建築に取り組むことにより､市民の行動変容にもつなげていきます｡

＜主な事業＞

都市計画広報連絡調整費 4,531千円

4,931,381千円 都市計画調査事業 91,250千円

都市計画課会計年度任用職員経費 12,675千円

都市計画情報システム運営費 6,041千円

都市計画情報等提供事業費 4,775千円

(都市計画の基礎調査、基本図の更新等)

職員人件費　

狭あい道路拡幅整備事業 907,346千円

急傾斜地崩壊対策事業

マンション耐震事業

特定建築物耐震事業

481,185千円

335,038千円

241,129千円

公 共 建 築 物
長寿命化対策費

差　引 2,250

(設計や工事監理の事務経費等)

脱炭素社会の実現に向けた公共建築物推進事業費 12,000千円

(公共建築物の建材利活用事業、木材利用促進等)

27,193千円工事監理費

市　債 ―

一般財源 31,535

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 ―

県 ―

その他 17,658

工事監理費 事業内容

千円

本年度 49,193

前年度 46,943

４

(都市計画課の会計年度任用職員経費)

(都市計画に関する説明会、広報費等)

(都市計画情報システムの運営費等)

一般財源 107,106
(行政地図情報提供システムの経費等)

その他 847

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 ―
＜主な事業＞

市　債

２ 都市計画調査費 事業内容

千円 　本市の都市計画の策定に必要となる基礎資料の調査・作成や横浜
市都市計画審議会の運営等を行うとともに、都市計画情報等を様々
な媒体｛行政地図情報提供システム(マッピー)、都市計画図書縦覧
システム（A-Mappy）及び都市計画図等の販売等｝を用いて、市民
等に提供します。
　また、用途地域等の見直しの都市計画手続を進めます。

本年度 129,953

前年度 124,085

差　引 5,868

県 20,000

2,000

本
年
度
の
財
源
内
訳

その他

一般財源

―

(急傾斜地における崩壊防止工事等)

4,157,512千円公共建築物長寿命化対策事業

(公共建築物の建築基準法12条点検業務)

建築基準法第12条点検業務費 209,711千円

(長寿命化対策工事、劣化調査点検委託、既存施設のＺＥＢ化改修等)

(専門家派遣、耐震診断・工事費補助金等)

３ 事業内容

千円 　「横浜市公共施設等総合管理計画」に基づき、市民利用施設・庁
舎等の一般公共建築物について劣化調査及び点検等を実施し、建築
物及び建築設備の部位ごとに劣化状況を詳細に把握します。その劣
化状況を元に優先順位を付けて計画的に予防保全を実施するととも
に、予測できない突発的な不具合についても迅速に対応します。

本年度 4,367,223

差　引 603,173

―

差　引 251,612

7,992,038

千円

県

＜主な事業＞

(職員の人件費）

7,740,426

一般財源 598,223

前年度 3,764,050

その他

国 ―

県

＜主な事業＞

１ 建築行政総務費 事業内容

本年度

市　債 3,769,000

(専門家派遣、耐震診断・工事費補助金等)

市　債 480,000

　特定建築物や木造住宅、マンションの耐震対策並びにブロック塀
等の改善、狭あい道路の拡幅、崖地防災対策などにより、安全で安
心な災害に強いまちづくりを推進するとともに、違反建築等に対す
る是正指導を進めます。
　また、CASBEE横浜の普及促進など脱炭素社会の実現に向けて取り
組みます。

697,838

122,268

前年度

6,330,583

(協議のための測量、拡幅整備助成、後退用地の買取り等)

本
年
度
の
財
源
内
訳

国

361,349
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法制事務費 22,316千円

―
郊外住宅地再生支援事業 48,310千円

マンション関連支援事業
(専門家派遣、長期修繕計画策定促進、再生支援等)

市営住宅整備事業 9,778,212千円

＜主な事業＞＜主な事業＞

（高齢者向け優良賃貸住宅家賃減額補助等）

市営住宅指定管理者経費

市営住宅直接管理費

1,702,244千円

172,443千円

住宅セーフティネット構築事業 子育て世代転入・定住促進事業

省エネ住宅普及促進事業
(よこはま健康・省エネ住宅推進コンソーシアム等)

277,198千円

住宅施策推進事業
（総合的な空家等対策等）

40,533千円

31,410千円

(持続可能な住宅地推進プロジェクト等)
市　債

20,327千円

一般財源 249,291

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 138,126

県 ―

県 ―

市　債

その他 39,532

８ 住宅施策推進費 事業内容

千円 　横浜市住生活マスタープラン等に基づき、子育て世代等の市内定
住・転入の促進、団地の再生、マンション管理組合支援、高齢者等
への居住支援、省エネ住宅の普及促進など、市民が安心して暮らせ
る住まい・住環境整備に向けた取組を進めます。

本年度 426,949

前年度 268,515

差　引 158,434

5,160,000

3,836,044

６ 市営住宅整備費 事業内容

千円

差　引 331,958

　「市営住宅の再生に関する基本的な考え方」に基づき、昭和56年
までに建設された36住宅・約１万４千戸の住宅を対象に、更なる長
寿命化（住戸改善事業）や、建替えの一部先行（建替事業）、民間
事業者と連携した事業手法等を組み合わせ、事業の平準化を図りな
がら、効率的、効果的に市営住宅の再生を進めます。

＜主な事業＞

55,903

(住戸改善・建替工事等)
本
年
度
の
財
源
内
訳

国

その他

9,446,254

本年度 9,778,212

前年度

一般財源 726,265

７ 事業内容

千円

(市営住宅の計画修繕や入退去業務等委託費)

4,270,756千円借上型市営住宅費

市営住宅計画修繕・入退去業務等委託費 2,630,828千円

その他

368,000

一般財源 △4,163,953

(民設市営住宅借上経費等)

1,305,728

差　引 △50,253

(市営住宅の各種法的手続費用等)

本年度 1,380,601

前年度 1,430,854

優良賃貸住宅
事 業 費

　市営住宅を根幹としながら、優良賃貸住宅やストック数の多い民
間賃貸住宅等を活用することで、高齢者や子育て世帯等、住宅の確
保が困難な者に対し重層的な住まいのセーフティネットを構築して
いきます。
　また、横浜市居住支援協議会の関係団体と連携して民間賃貸住宅
等への円滑な入居の促進を図ります。

11,288,582
(市営住宅の指定管理者経費)

本
年
度
の
財
源
内
訳

国

その他 1

一般財源 834,543

1,380,601千円

　市営住宅入居者の募集や建物の維持･管理を行います。
　また、日常的な入居者対応や建物の管理・緊急の修繕について
は、指定管理者に委託して行います。

＜主な事業＞

千円

本年度 8,798,587

前年度 8,558,882

差　引 239,705

(市営住宅の財産管理、システム運用経費等)

（子育て賃貸整備費補助、空家取得補助、断熱改修補助）

本
年
度
の
財
源
内
訳

国 546,057

県 ―

市　債 ―

５ 市営住宅管理費 事業内容

県 230

市　債
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①団体の概要

（全額本市出資）

②団体の経営状況

③損失補償を行う特別な理由・必要性

④対象債務の返済の見通しとその確実性

2,580,000千円

＜主な財源創出の取組＞

合計：28件、75百万円 

住宅供給公社
損失補償

限度額
2,540,000千円

　横浜市住宅供給公社が資金調達のために行う市中金融機関等か
らの借入れに対し、損失補償を行います。（変更後の期間：令和
８年度～13年度）

⑤令和７年度損失補償限度額

事業内容

(令和６年度決算) 経常損益:338,380千円　当期損益338,273千円　累積損益:15,969,511千円

借入先金融機関が債権保全を目的に本市の損失補償を貸与条件としているため（借換え）。

団体の経営状況は良好であり、単年度黒字を維持している。

９

＜基 本 金＞ 10,000千円

＜事業目的＞

＜設　　立＞

　住宅を必要とする勤労者に対し、住宅の積立分譲等の方法により居住環境の良
好な集団住宅及びその用に供する宅地を供給し、もって住民の生活の安定と社会
福祉の増進に寄与することを目的とする。

昭和41年12月1日

既存建築物安全推進事業

借上型市営住宅費

◇財源創出の取組
令和８年度予算編成は、持続可能な市政運営を実現するため、「財政ビジョン」「中期計

画」「行政運営の基本方針」の『３つの市政方針』に基づき、全庁一丸となって『創造・転
換』を理念とする財源創出に（歳出・歳入の両面から）取り組みました。

事業名

「創造・転換」による財源創出（歳出削減の取組）

その他の財源創出（決算等にあわせた見直し）

既存建築物安全推進事業

子育て世代転入・定住促進
事業

建築防災行政費

財源創出の内容 財源創出額

9百万円

7百万円

7百万円

通学路沿いブロック塀等改善状況調査委託の
内容を見直すことで、委託料を削減

建築物定期報告のオンライン受付開始に伴う
委託業務内容を見直すことで委託料を削減

審査を外部委託せず、内部審査により実施す
ることで委託料を削減

7百万円

23百万円

過年度実績に合わせることで、広告料等を削
減

借上住宅の借上料を見直すことで、使用料及
び賃借料を節減
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